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民法展開演習最終回到達度検証問題・解説
2018/01/18

【出題の趣旨】

保証債務と消滅時効の問題を基本として、無権代理・表見代理による消滅時効の成否、

付従性、時効援用権者、利息制限法違反の効果など関連する問題を広く問うている。

【解説】

１ 概要

(1) 請求原因

2010年7月4日、ＡＢ間の利息付消費貸借契約（以下、「本件契約」という）、ＡＤ間の書面
による（連帯）保証契約、ＡＣ間の抵当権設定契約の各成立が認められ、貸付金元本債権、

利息債権ならびに遅延損害金債権、および、これらを被保証債権とする保証債権、および

Ａの抵当権の発生が肯定される。その際、Ｅは、Ｂの経理部長として、ＣおよびＤから代

理権限を与えられ、Ｂ～Ｄを代理または代行して契約書に本人名を記名・捺印したと考え

られる。

(2) 抗弁
Ｄには次の抗弁が考えられる。①Ｂの債務の時効消滅、②被担保債権額の縮減（利息債

務の弁済消滅およびＢの債務の制限超過利息充当による縮減）。①が成立すれば、Ｂの債務およ

び付従性に基づきＤの保証債務が消滅し、ＡのＤに対する請求は棄却される。また、付従

性に基づいてＡの抵当権も消滅するので、Ｆの異議も認められる。

これに対して、①が認められない場合には、②の抗弁が認められても、元本債権やその

遅延損害金債権は残るから、Ｄに対する請求はその限度で認容される。Ａの抵当権も消滅

しておらず、その設定登記（2010年7月5日）以後に甲につき譲渡担保権を取得したＦに対

して主張できるから、Ｆは、抵当権の実行を止めることはできない。

以下では、①②の順に検討する。

二 消滅時効の成否

(1) 時効期間
ＡＢはともに株式会社であり、本件契約に基づく貸付金元本の返還債権は、弁済期の翌

日である2011年7月5日から起算される5年の商事消滅時効にかかる（会社法5条、商法522条）。

ＡＤ間の連帯保証債務は、自然人Ｄが契約当事者であるが、Ａにとって商行為に当たるの

で同様である。

(2) Ｂについての消滅時効の成否
Ｃは、Ｅを介してＢのＡに対する本件契約の利息相当額を第三者弁済し、借入期間を4

回にわたって1年ずつ延長する合意をＡと行っている。これがＢの代理として有効であれ
ば、消滅時効の起算点が新たな弁済期にずれるため、消滅時効は完成していない（Ｂの債

務の承認としても評価されうる）。しかし、Ｅは、Ｃの依頼を受けてＢの代理権があるかの

ように装って行動しているが、最初の行為の直前の2011年6月28日にＣは解任され、Ｅも
翌29日に解雇されているので、ＣやＥにはＢを代表・代理する権限はない。また、そのよ
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うな行為を解任したＣや解雇したＥにＢが個別に依頼した事実もない。それゆえ、Ｅの行

為は無権代理行為であり、原則として、期間延長の合意はＢには効果帰属しない。三で論

じるように、Ｃは2011年5月31日に、本件契約について、ＢやＤに迷惑をかけないように
処理するとの覚書きを書いてＤに手渡しており、利息相当額の第三者弁済はそのようなも

のとしてＢにも効力が及ぶ（さらに求償権や弁済者代位権の放棄の意思表示とも解される）。し

かし、そうだとしても、Ｃの物上保証人として弁済は、Ｂの債務およびＣ自身の責任を承

認しているに過ぎず、Ｂ自身の債務の承認には当たらないから、Ｂの債務の消滅時効期間

の進行に影響を及ぼさない（458条の準用する434条および457条1項それぞれの反対解釈）。Ｂの

債務が時効消滅していていれば、Ｂがすでに援用しているので（事実8）、Ｂは債務を免れ、

消滅時効の抗弁により請求は棄却となる。

ただ、本件ではＥには本件契約の締結に際して代理権が授与されており、112条の代理
権消滅後の表見代理に該当し、Ａが善意・無過失であれば、期間延長の合意がＢに対して

も効力を有する可能性がある。表見代理の成立が肯定される場合には、消滅時効の起算点

が延長後の弁済期になるから、Ｂについて消滅時効は成立せず、Ｂに対する請求は認容さ

れる。本問では、Ａは、Ｅによる利息弁済が滞った2016年7月になって初めて事態を知っ
たと思われ（事実6）、Ｃ・Ｅの無権代理行為について善意であったと思われる。しかし、

過失の評価根拠または障害となる明確な事実は見当たらないため、表見代理の成否は判断

しかねる。

(3) Ｄの債務の消滅
Ｂの債務が時効消滅している場合には、すでにＢが消滅時効を援用しているので、Ｂは

消滅時効の援用によって債務を免れ、連帯保証人Ｄも保証債務を免れる（保証債務の付従

性）。＊最後の補足も参照。

(4) Ｆの主張の当否
Ｆは、甲の後順位譲渡担保権者であり、Ｆ自身が独自の援用権を有するかどうか、判例

からは明確でない。しかし、いずれにしても、Ｂにつき消滅時効が完成していれば、Ｂが

すでに消滅時効を援用しているので、付従性によりＡの抵当権も消滅する。Ｆは抵当権に

基づく競売に対して異議を主張することができる。

三 被担保債権の縮減の抗弁

消滅時効が認められない場合であっても、ＤやＦは、Ａの被担保債権の額を争うことが

できる。

(1) 利息債務の消滅
Ｃは、4年間にわたってＥを介してＢのＡに対する本件契約の利息相当額をＡに支払っ

ている。物上保証人Ｃは、甲に対する抵当権の実行を避けるという点で利害関係を有する

第三者であるため、Ｂに反対の意思があっても、第三者弁済を有効に行うことができる。

そのため、Ｄが負う保証債務も、Ｆが覚悟すべき先順位抵当権者Ａの被担保債権も、その

分だけ減少していることを主張できる。

(2) Ｂの債務の制限超過利息充当による縮減
本件貸付金債権の利息や遅延損害金の約定は、利息制限法1条3号、4条の制限を超える

部分が無効であり、Ｅを介したＣによる弁済により、制限超過の過払金は元本に充当され
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るため、延長2年間以降の元本額が減り、収受できる利息あるいは遅延損害金もさらに減
り、元本は5年間でかなり少なくなる。
また、遅延損害金の約定40％は、15％（利息制限法1条3号）の1.46倍（同法4条）である21.9

％の限度で有効である。遅延損害金は元本について生じることから、上記のように元本額

が充当によって減じるため、現実に発生する遅延損害金も、相当小さくなる。

このような被担保債権の範囲の縮減は、ＤやＦも主張することができる。

※補足

Ｂの債務について消滅時効が成立しない場合には、ＣやＤの援用権を論じる必要はない。

ただ、「保証契約の後に債権者が主たる債務者に許与した期限は、保証人に対抗すること

ができない」との規定があり（460条2号ただし書）、授業中にその規定の有する意味につい

て迷ったので、後から調べたことを補足する。通常の教科書では、説明がない問題なので、

即日起案で書くには及ばない。

一般に、主たる債務者に対する弁済の猶予（支払期限の延長）は、「たとえ猶予がされて

いる間に主たる債務者の信用が著しく悪化したために保証人の負担が増大したような場合

であったとしても、」保証債務内容の加重にはあたらない、と解されている（『注釈民法』

等を引用する潮見佳男『新債権総論Ⅱ』（信山社、2017年）664頁注74）。そうだとすると、Ｂに

対する本件の弁済の猶予について112条の表見代理規定が類推適用される場合には、Ｄの
Ａに対する保証債務についても弁済が猶予され、弁済期まではＡがＤに履行請求できない

結果、起算点が繰り下がるので、Ｄの保証債務の消滅時効も完成しない。抵当権設定者Ｃ

の責任だけが消滅時効にかかることはない（こちらには396条の明文規定がある）。

460条2号の事前求償権は、「弁済期の到来後も債権者が主たる債務者に対して請求をし
ない場合に、放置すれば債務者が無資力になる危険があるが、債権者は保証人がいるため

に安心して請求しないか、または利息を稼ぐために長期間請求しないということが起こり

うるため、保証人の利益を保護するため」に与えられたと解されている（潮見・前掲書714

頁注189）。松岡個人は、高利債務の弁済の猶予は保証人の債務を実質的に加重しているの

ではないかと疑問に思う。しかし、通説と思われる潮見の見解によれば、460条2号ただし
書は、事前求償権の保護のために置かれた特則としてのみの意味を有することになるのだ

ろう。


